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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　「ともに支え合う地域福祉の充実」を実現するため、
法律の規定等に基づいて計画を策定します。（策定年度：
平成 29～ 33年度）　

【実施内容】
①�市民アンケート等に基づき、現状分析や課題分析を
行う。
②�市民参加の策定委員会および各分科会により、課題・
問題点を研究し、計画素案を作成する。
③計画素案を検討し、計画書を作成する。
④策定した計画について、進行管理を行う。

【目　　的】
①年金生活者等支援臨時福祉給付金
　�「１億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵
が受けにくい低所得の高齢者・障害年金受給者・遺
族年金受給者の所得の底上げを図り、個人消費が下
がらないよう実施します。
②簡素な給付措置
　�低所得者に対し、消費税率引上げ（５⇒８％）によ
る影響を緩和するため実施します。

【実施内容】
①支給対象者一人につき、30,000 円
②支給対象者一人につき、3,000 円　

593 万円

3 億 6,129 万円

伊達市総合福祉計画策定事業

臨時福祉給付金給付事業

財源（万円） 市の負担
593

財源（万円） 国・県の負担
36,129

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　生活困窮者自立支援法の施行により、生活困窮者に
対し、自立の促進を図ります。　

【実施内容】
①自立相談支援事業
○�就労の支援等自立に関する問題において、生活困窮者
からの相談に応じ、必要な情報の提供および助言を行
います。

○�生活困窮者に対する支援計画を作成し、自立のための
支援が一体的かつ計画的に行われるために援助等を行
います。

②住宅確保給付金
　�離職等により経済的に困窮し、居住する住宅の所有権
等を失い、または現に賃借して居住する住宅の家賃を
支払う事が困難となったものの、就職を容易にするた
め住居を確保する必要があると認められる場合、家賃
費用を有期で給付します。

【実施状況】（平成 28年 1月現在）
○相談件数　88件
○プラン（支援計画）作成件数　48件
○住宅支援給付金給付件数　９件（延月数　32月）

【目　　的】
　戦後平和の礎の上に経済発展を遂げた陰には、先の
大戦において多数の犠牲がありました。
　このことに深く思いをめぐらし、伊達市戦没者追悼
式を開催します。

【実施内容】
（27年度実績）
日　付　10月 30日（金）
場　所　伊達市ふるさと会館ＭＤＤホール
参加者　遺族会会員、一般、来賓　　計 230名

962 万円

124 万円

生活困窮者自立支援事業

伊達市戦没者追悼式事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
241 721

財源（万円） 市の負担
124

4 ー 1 ともに支え合う福祉の充実
拡
充
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民の人権を守るため、法務大臣から委嘱された人
権擁護委員の活動を支援します。　

【実施内容】
　伊達市では、12名の人権擁護委員が人権相談や人権
啓発活動を行っています。
�また、各地域で「特設人権相談会」を開催し、小学生
による「人権の花運動」を推進しています。

【目　　的】
　災害時の被害を最小限に抑えるとともに、市民の安
心安全な暮らしの実現を図るため、関係機関と要配慮
者の情報の共有化を図る事により、迅速な所在確認お
よび安否確認ならびに避難等の適切な支援を行います。

【実施内容】
　避難行動要支援者台帳の整備。災害福祉マップの作
成。避難行動要支援者の登録。個別支援プランの作成。

70 万円

86 万円

人権擁護委員活動支援事業

避難行動要支援者対策事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
27 43

財源（万円） 市の負担
86

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民協働による地域福祉の推進および地域社会の形
成を図るため、伊達市社会福祉協議会が行う地域住民
主体の福祉活動を支援します。　　　
【実施内容】
　伊達市が社会福祉協議会に対し、１地区あたり
70,000 円を補助し、社会福祉協議会が自らの助成分と
合わせ、事業実施団体へ交付します。　

【実施内容】
（平成 28年 1月末現在）
○梁川地域　８地区社会福祉協議会
○伊達地域　13福祉会
○霊山地域　１区民会
○月舘地域　３福祉会
が、自主的な福祉活動を展開しています。

【目　　的】
　民生委員・児童委員の活動を支援するため、５地域ご
とに方部民生児童委員協議会を組織するとともに、そ
の会長と副会長により伊達市民生児童委員協議会を組
織し、福祉に関わる課題の周知や民生委員間の連絡調
整などを行います。

【実施内容】
　民生委員・児童委員は、地域に住む高齢者、障がい者、
生活が困難な人等からの相談受付や、相談者に代わっ
て市や社会福祉協議会と相談を行うなど、地域福祉の
リーダーとして活動しています。

【前年実績】
　市全体で 173名（伊達 25名、梁川 53名、保原 51名、
霊山 28名、月舘 16名）が活動しています。

189 万円

1,671 万円

地域福祉活動支援事業

民生委員活動支援事業

財源（万円） 市の負担
189

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,668 3
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　市民の福祉向上を図るため、地域福祉の中核として、
地域福祉に関する相談や問題解決に当たる伊達市社会
福祉協議会の活動を支援します。

【実施内容】
○社会福祉協議会運営費補助金の交付
○�社会福祉協議会福祉活動専門員設置事業補助金の交
付
○ボランティア活動支援事業補助金の交付

【目　　的】
　障がいのある人が地域で自立した日常生活または社
会生活を営むために、必要な障がい福祉サービスを提
供します。

【実施内容】
　理解促進・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支
援事業、成年後見人等制度利用事業、成年後見制度法
人後見支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給
付事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地
域活動支援センター事業、訪問入浴サービス事業、更
生訓練費給付事業、知的障がい者職親委託事業、日中
一時支援事業、スポーツレクリエーション教室開催事
業、自動車運転免許取得・自動車改造助成、点字・声
の広報発行などのサービスを提供します。

【前年実績・効果】
　平成 28年 1月末現在の利用者：延べ 2,070 人

4,379 万円

6,953 万円

社会福祉協議会支援事業

地域生活支援事業

財源（万円） 市の負担
4,379

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
4,766 2,187

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が、地域において自立した生活を送
ることができるように、通所施設やグループホームな
どの生活基盤整備に係る費用の一部を補助し、市内の
障がい福祉施設等の充実を図ります。　　

【実施内容】
　事業者等が実施する、障がい福祉施設の新築・増改築
や、設備・備品等に要する費用の一部を補助します。

【前年実績・効果】
○�就労継続支援Ａ型、就労移行支援事業所の改修
　…１事業所
○�共同生活援助施設の改修…１事業所
○�就労継続支援Ｂ型事業所の設備、備品整備…１事業所
○�送迎用車両の整備…２事業所

【目　　的】
　障がいのある人の日常生活の介護や、創作的活動等
の機会の提供などの支援を行います。

【実施内容】
　居宅介護、生活介護、施設入所支援、短期入所、同行
援護など

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者
○居宅介護　　　75人
○生活介護　　　121人
○施設入所支援　75人
○短期入所　　　6人
○同行援護　　　16人�

1,890 万円

5 億 3,500 万円

障がい福祉施設環境整備事業

障がい福祉サービス事業（介護給付）

財源（万円） 市の負担
1,890

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
13,475 40,025
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいがあり、一般企業などで就労が困難な人に対
し、働く場の提供、身体や生活能力向上のために必要
な訓練、共同生活などの支援を行います。　　

【実施内容】
　就労支援（雇用型・非雇用型）、就労移行支援、自立
訓練（機能訓練・生活訓練）、共同生活援助など

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者（月平均）�
○就労支援　　　187人
○就労移行支援　5人
○自立訓練　　　3人
○共同生活援助　41人

【目　　的】
　障がいのある人が地域で自立した日常生活または社
会生活を営めるよう、身体機能を補完・代替し、長期
間にわたり継続して使用される補装具購入・修理費用
の一部を負担します。

【実施内容】
　身体に障がいのある人に対し、義手、義足、車いす、
歩行器および補聴器など、日常の生活を補う補装具を
購入または修理する費用の一部を負担します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用者：延べ 103人�

3 億 5,282 万円

1,200 万円

障がい福祉サービス事業（訓練等給付）

補装具交付補助事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
8,821 26,461

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
300 900

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が、心身の障がいの状態の軽減を図
り、自立した日常生活・社会生活を営むために、必要
な医療費の一部を負担します。

【実施内容】
○�更生医療：身体障がい者手帳を持っている 18歳以上
の人を対象に、人工透析、心臓のペースメーカー植め
込み手術、腎移植術、角膜移植術など、障がいが改善
または機能の維持が保たれるための医療費の一部を負
担します。

○�育成医療：18歳未満の児童で、将来において障がい
を残すおそれがあり、治療効果が期待できる場合の医
療費の一部を負担します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の更生医療の受給者：33人
平成 28年 1月末現在の育成医療の受給者：�3 人

【目　　的】
　重度の障がいがある人の医療費を一部助成して、経
済的な負担を軽減します。

【実施内容】
　次の対象者について医療機関または薬局の自己負担分
を助成します。
○�身体障害者手帳の１級または２級または内部障がいで
３級を所持している方

○療育手帳Ａを所持している方
○精神保健福祉手帳１級を所持している方
○�上記以外の障害程度であっても複数の手帳を所持して
いる方

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の受給対象者：1,567 人

5,064 万円

2 億 401 万円

障がい者医療事業

重度心身障がい者医療費等助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,271 3,793

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
8,595 8,500 3,306
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　身体または精神に著しい障がいのある人の福祉の増
進を図るため手当を支給します。　　

【実施内容】
　在宅で生活する重度の障がい者に対して、年４回（２
月、５月、８月、11月）手当を支給します。
○特別障害者手当（月額 26,620 円）
○障害児福祉手当（月額 14,480 円）
○経過的福祉手当（月額 14,480 円）

【前年実績・効果】
○特別障害者手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：152人
○障害児福祉手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：21人
○経過的福祉手当
　平成 28年 1月末現在の受給者：3人

【目　　的】
　じん臓機能に障がいのある人が、人工透析のため医療
機関へ通院するのに要した交通費の一部を助成し、経
済的な負担を軽減します。

【実施内容】
　人工透析患者が病院へ通院するために、列車、バス、
自家用車またはタクシーを利用した交通費の一部を助
成します。
　月額 5,000 円を超えた場合に、月額 25,000 円を限
度として助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の助成付対象者：50人

6,529 万円

938 万円

特別障がい者手当等支給事業

人工透析患者通院交通費助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
1,669 4,860

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
469 469

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　在宅する重度の障がいのある人に対する治療、予防
などのため、日常生活に必要な医療器材などを給付し
ます。　

【実施内容】
　重度の身体障がいがある人で、在宅の 65歳未満の人
に対し、紙おむつの給付券（月額 3,000 円）を支給します。
　また、人工肛門または人工膀胱をつけている人で、身
体障がい者手帳を持っていない在宅の人に対し、排せつ
支援用具の給付券（月額 4,000 円）を支給します。

【前年実績・効果】
�平成 28年 1月末現在の受給者：18人

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、病
気通院などで利用するタクシー料金の一部を助成しま
す。

【実施内容】
　在宅で暮らす、心身に重度の障がいがある人に対して、
通院などに利用するタクシー料金の助成として、6,000
円分（500円券 12枚）を限度としたタクシー利用券を
交付します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の利用券交付者：866人

90 万円

266 万円

在宅重度障がい者対策事業

重度心身障がい者タクシー利用等助成事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
45 45

財源（万円） 市の負担
266
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担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、障
がい福祉サービス事業所への通所費用の２分の１を助
成します。　

【実施内容】
　身体障がい者手帳、療育手帳または精神障がい者保
健福祉手帳を所持している人を対象に、障がい福祉サー
ビス事業所へ通所する交通費の２分の１を助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末利用者：115人

【目　　的】
　障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活で
きるよう、就労支援専門員を設置して、一般就労を希
望する障がい者に対して就労のための様々な支援を行
います。　

【実施内容】
　勤労意欲のある障がい者に対して就労訓練や就労企
業のあっせんを行います。また、働いている障がい者
に対しては就労の定着を支援します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の相談件数：747件

327 万円

197 万円

障がい者就労サポート事業

障がい者就労支援専門員設置事業

財源（万円） 市の負担
327

財源（万円） 市の負担
197

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人の経済的な負担を軽減するため、在
宅で利用している酸素濃縮器の電気料について助成し
ます。　

【実施内容】
　呼吸器機能または心臓機能に障がいのある人が、在
宅で利用している酸素濃縮器の電気料の一部として月
2,000 円を助成します。

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末利用者：89人

【目　　的】
　障がい福祉サービスのうち介護給付を障がい者が利
用する場合に、利用者の障がい支援区分の認定を行う
ため、総合支援認定審査会が障がい支援区分に関する
審査および判定を行ないます。　

【実施内容】
　毎月 1回、原則第 1木曜日に開催しています。
　５人の審査委員に委嘱（精神科医師、社会福祉士、作
業療法士、介護支援専門員、保健師）

【前年実績・効果】
平成 28年 1月末現在の審査件数：86件

192 万円

139 万円

在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成事業

障がい者総合支援認定審査会運営事業

財源（万円） 市の負担
192

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
70 69



80

政
策

4

こ
こ
ろ
寄
り
添
う
健
や
か
な
ま
ち
づ
く
り

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人が自立した日常生活または社会生活
をするため、様々な福祉サービスを提供して支援します。

【実施内容】
　事業の内容は、福祉サービス提供に係るパンフレッ
ト作成経費などの事務的経費、障がい福祉団体に対す
る運営補助などです。

【前年実績・効果】
　平成 27 年度の障がい福祉団体運営補助は 2団体で
した。

【目　　的】
　生活保護受給者の自立を助長するため、生活保護就
労支援員を配置し、被保護者の生活習慣の改善を促し、
就労を中心とした社会参加が可能となる自立支援を行
ないます。

【実施内容】
　生活保護世帯の稼働能力がある未就労者に対し、就
労に関する相談や支援を行ないます。

【実施状況】
平成 28年２月１日現在の延べ支援件数
＝ 1,232 件（平成 27年度分）
平成 28年２月１日現在の支援人員数＝ 30人

144 万円

278 万円

障がい福祉サービス事業

被保護者就労支援事業

財源（万円） 市の負担
144

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
69 209

担当課 社会福祉課

担当課 社会福祉課

【目　　的】
　障がいのある人への虐待の未然防止や早期発見、迅
速な対応、その後の適切な支援を行い、障がいのある
人の権利利益の擁護を図ります。

【実施内容】
　伊達市、福島市、桑折町、国見町、川俣町の 2市 3
町の広域で相談支援を委託している「ふくしま基幹相談
支援センター」に業務委託し、虐待の通報または届出の
受理、障がい者および養護者に対しての相談等の体制整
備を図り、障がい者の権利利益を擁護します。

【目　　的】
　生活に困窮する市民に対し、国が保障する健康で文
化的な最低限度の生活水準を維持することができるよ
う、また、その自立を助長するため、生活保護法の規
定に基づき、困窮の程度に応じて必要な保護を行います。

【実施内容】
　生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、
出産扶助、生業扶助および葬祭扶助について、要保護者
の必要に応じて必要な保護を行い、最低限度の生活を保
障するとともに、就労の支援など生活の自立を支援しま
す。

【実施状況】
平成 28年２月１日現在、生活保護被保護世帯数
＝ 217世帯（受給人員 269人）

31 万円

4 億 4,000 万円

障がい者虐待防止対策事業

生活保護法施行事務事業

財源（万円） 市の負担
31

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
10,000 34,000
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4 ー 2 生涯元気なまちづくりの推進

担当課 高齢福祉課 担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　本市の高齢者が必要とする介護保険事業や支援体制
の施策を計画的に推進するため高齢者福祉計画・介護
保険事業計画を３年ごとに策定します。
　平成 29年度に策定する計画の基礎となる高齢者ニー
ズ調査や介護保険事業所調査を行います。

【実施内容】
　高齢者の生活状態に合った介護（予防）サービス等
を提供するために、高齢者や介護保険事業所等にアン
ケートによる調査を行います。

【目　　的】
　地域の特性を踏まえた介護サービスの充実を図るた
め、介護保険事業計画に基づき介護保険事業所の整備
を推進します。（整備事業者に対する補助金の交付）

【実施内容】
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　１事業所
○認知症高齢者グループホーム　１事業所
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所
○地域密着型特別養護老人ホーム　１事業所（H27～ H28）
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所（H27～ H28）
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所（H27～ H28）

【前年実績・効果】
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　１事業所
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所
○地域密着型特別養護老人ホーム　１事業所（H27～ H28）
○小規模多機能型居宅介護事業所　１事業所（H27～ H28）
○認知症対応型デイサービスセンター１事業所（H27～ H28）

444 万円 1 億 2,034 万円

高齢者福祉計画策定事業 介護基盤等整備事業	 	 	

財源（万円） 市の負担
444 財源（万円） 国・県の負担

12,034

拡
充

担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　高齢者が住みなれた地域でいつまでも健康で自立し
た生活を送ることができるように各種事業を開催し、生
活習慣病の予防や生活機能の向上をめざします。

【実施内容】
主な介護予防事業
〇�元気クラブ：市内６箇所でマシンを使用した高齢者
の筋力トレーニング教室を開催します。
〇�元気じゃ脳教室：「読み書き、計算」を行い、脳の活
性化を図ります。
〇�出前教室：地域のサロン・集会場で、軽い運動や講
話を行います。
○�介護予防・日常生活支援総合事業：要支援１と２の
認定者および事業対象者に対して従前の予防訪問介
護、予防通所介護および予防介護支援を提供します。��

【前年実績・効果】
主な介護予防事業
〇�元気クラブ
　Aタイプ　実施回数　182回　参加決定人数 90人
　Bタイプ　実施回数 2,553 回　参加延べ人数 21,106 人
　（平成 28年 2月現在）
〇元気じゃ脳教室
　参加者実人数 70人　参加延人数 1,800 人
　（平成 28年 2月 10日現在）

〇出前教室
　実施回数 15回　参加人数 360人
　（平成 28年 2月 10日現在）

1 億 8,697 万円

介護予防事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
11,686 7,011

元気クラブ
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担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　早期に認知症の診断が行われ、速やかに適切な医療・
介護等が受けられるように認知症の人やその家族を初
期の段階から支援します。

【実施内容】
　専門医１名と、専門職２名以上でチームをつくり、認
知症が疑われる人や認知症の人、およびそのご家族を
訪問し、地域包括支援センターと協力・連携しながら
初期集中支援（概ね６カ月）を行い、自立した生活の
サポートを行います。

【前年実績・効果】
○�平成 27年度は、チーム員体制などの準備を進めまし
た。

646 万円

認知症初期集中支援事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
268 378

担当課 高齢福祉課

【目　　的】
　入浴施設などを提供し市民の健康と福祉を増進をす
るための施設「保原ふれあいセンター」の維持管理を
行います。

【実施内容】
　平成 28年度は、通常の施設維持管理のほか、老朽化
した空調設備を整備します。

【前年実績・効果】
○入浴施設利用者数　3,933 名　
○その他利用者数　5,578 名
（平成 28年 2月末現在）

3,195 万円

保原ふれあいセンター維持管理事業

財源（万円） 市の負担 その他
3,152 43

担当課 霊山総合支所

【目　　的】
　霊山地域の元気な高齢者の介護予防や生きがい活動
を支援するため、はつらつ教室（掛田地区）、霊山生き
生きクラブ（霊山地区）、石戸いきいきクラブ（石戸地
区）、小国楽遊クラブ（小国地区）を開設します。

【実施内容】
　健康教室、料理教室、生き生き体操、手工芸などの
活動を通し、楽しいサロンを運営します。
　霊山、石戸、小国地区のサロンには、より参加しや
すい環境づくりのため、会場までのマイクロバスの送
迎も行っております。
　はつらつ教室、その他のクラブとも月１回開催します。

【前年実績・効果】
�平成 27年度延参加者数
○はつらつ教室　延 321名
○霊山生き生きクラブ　延 432名
○石戸いきいきクラブ　延 379名
○小国楽遊クラブ　延 487名

51 万円

霊山地域高齢者ふれあいサロン事業

財源（万円） 市の負担
51

担当課 月舘総合支所

【目　　的】
　月舘地域に住む介護保険の認定を受けていない 65歳
以上の元気な高齢者に社会参加の機会の確保と介護予
防のために、毎月１回月舘保健福祉センター「やまゆり」
の浴室と休憩室を開放します。

【実施内容】
　看護師による血圧測定と健康相談を受けた後それぞ
れ入浴、昼には「ＪＡゆりの会」のボランティアの方
の作ったみそ汁と、持参したおにぎりで昼食をとりな
がら交流しています。
　多くの方に参加していただけるようマイクロバスに
よる送迎も行っています。

【前年実績・効果】
平成 27年度のべ参加者数　168名

12 万円

月舘地域高齢者福祉事業

財源（万円） 市の負担
12
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担当課 国保年金課

【目　　的】
　脳血管疾患や心疾患などの生活習慣病を早期発見し、
重症化を予防するために、40歳から 74歳までの国民
健康保険に加入している人に、特定健康診査・特定保
健指導を行います。

【実施内容】
①�検査の内容は、よりきめ細かな疾病予防に役立てる
ため、国の基準項目に加え、腎臓病の検査（クレア
チニン・ｅ－ＧＦＲ）・貧血検査・心電図検査・眼底
検査・尿酸検査を市独自に実施します。　
②�検査結果によりメタボリックシンドローム（内臓脂
肪症候群）に該当する人には、市の保健師などが戸
別訪問や健康教室を通じて、生活習慣の改善方法を
一緒に考えていきます（特定保健指導）。
③�指導は、リスクの程度により「動機付け支援」や「積
極的支援（より高いリスク）」と分けて行い、総合的
な視点で生活習慣病の予防や健康増進に役立てます。

【前年実績・効果】
受　診　率 平成 24年 平成 25年 平成 26年
特定健診 42.0％ 43.0％ 45.7％

特定保健指導 26.9％ 32.0％ 44.5％

7,472 万円

特定健康診査事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
4,848 2,624

健診風景

4 ー 3 健康づくりの推進

担当課 健康推進課

【目　　的】
　伊達市第２次総合計画を上位計画とし健康増進法第
８条の２の規定に基づき平成 29年から平成 38年を計
画期間とした、「誰もがいつまでも安心して健やかに暮
らせるまちづくり」の推進のための「健康だて 21（第
２次）」を策定します。　

【実施内容】
　計画策定委員会の開催、現況データ・評価指標の取
りまとめ、評価指標の検討、計画案策定、計画書作成

415 万円

健康だて 21計画策定事業

財源（万円） 市の負担
415

地区健康学習会

新
規
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　定期接種以外の予防接種の中で、ワクチン接種によ
り重症化予防・まん延防止および「先天性風しん症候群」
の予防を図るとともに医療費抑制効果のある予防接種
費用の助成を図ります。　

【実施内容】
○�妊婦および 6か月から 15 歳までの小児への任意イ
ンフルエンザ予防接種（ひとり１回一部助成）
○�20歳から49歳で風しん抗体価の低い市民への風しん
予防接種（全額助成：上限設定あり）
○�生後 6週から 32週未満の乳児へのロタ予防接種（28
年度より）（一部助成）

【実施状況・効果】
�平成 28年１月末現在
○�任意インフルエンザ予防接種者　4,107 人
○�風しん予防接種者　37人

1,021 万円

予防接種事業（任意）

財源（万円） 市の負担
1,021

母子手帳を忘れずに持参しましょう

拡
充

担当課 健康推進課

【目　　的】
　各種がん、肝炎および骨粗しょう症の早期発見によ
り、健康を保持するため検診を行います。各地域の交
流館や保健センターで実施する集団検診と指定医療機
関で実施する施設検診があります。　

【実施内容】
検診種別
○胃がん　　　40歳以上の市民
○大腸がん　　40歳以上の市民
○肺がん　　　40歳以上の市民
○前立腺がん　50歳以上の男性市民
○子宮頸がん　20歳以上の女性市民
○乳がん　　　40歳以上の女性市民
○肝炎
　�満 40 歳の市民（41歳以上であっても過去に検診を
受けたことのない方も受診できます。）
○骨粗しょう症
　満 40・45・50・55・60・65・70歳の女性市民　

【前年実績】　
平成 27年度受診率
○胃がん 23.8％
○大腸がん 32.9％
○肺がん 37.4％
○乳がん 11.2％（平成 28年１月末現在）
○子宮頸がん 11.4％（平成 28年１月末現在）
○肝炎 12.6％
○骨粗しょう症 26.0％

1 億 3,260 万円

検診事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担 その他
12,554 288 418

伊達ふれあいセンター　検診会場
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　自分の歯で楽しく・おいしく食べ続けられる市民を
増やすことを目的に歯科保健事業の充実をはかりなが
ら、市民の歯と歯肉の健康を守ります。

【実施内容】
　歯科衛生士を嘱託職員として配置し、乳幼児健診、出
前講座、はっぴースマイルフェア等を実施します。
　歯科衛生士がむし歯予防、歯周疾患の予防、口腔機
能の維持等について講話・啓発を実施します。

【前年実績】
○歯科衛生士による出前講座
○歯科衛生士による健康相談会
○ 3歳 6か月児健診によるむし歯のない児の割合
　平成 23年　36％　⇒　平成 26年　31.95％

333 万円

歯っぴースマイル事業

財源（万円） 市の負担
333

担当課 健康推進課

【目　　的】
　市民の休日や夜間の急病時に安全・安心に適切な医
療が確保できるように近隣市町と輪番制の広域化を推
進していきます。

【実施内容】
　平成 23年 10月「伊達地方病院群輪番制協議会」を
設立し、参加３医療機関による輪番制を実施しています。
当協議会への運営助成を維持しながら、病院群輪番制
の広域化を整備・拡充を図っていきます。

1,625 万円

地域救急医療体制整備事業

財源（万円） 市の負担
1,625

担当課 健康推進課

【目　　的】
　予防接種法で定められた予防接種を実施します。

【実施内容】
○�Ａ類予防接種：指定医療機関で接種する費用の全額
を助成します。
　　�ヒブ　小児用肺炎球菌ワクチン　ＢＣＧ
　　四種混合　三種混合　二種混合　不活化ポリオ　
　　麻しん風しん　水痘　日本脳炎　子宮頚がんワクチン
　※�予防接種の種類ごとに、接種に適した時期がある

ため、対象者と接種期間などが決められています。
○�Ｂ類予防接種：指定医療機関で接種する費用の一部
を助成します。
　・�高齢者インフルエンザ　65歳以上の方　自己負担

1,300 円
　・�高齢者肺炎球菌ワクチン　各年度で 65歳以上５歳

刻みの年齢になる方　自己負担 2,400 円
　※生活保護を受けている方は全額助成となります。

【前年実績・効果】
接種人数
○二種混合　369人
○麻しん風しんⅡ期　305人
○高齢者インフルエンザ　13,131 人
○高齢者肺炎球菌ワクチン　870人
（平成 28年 2月 22日現在）

1 億 7,105 万円

予防接種事業（法定）

財源（万円） 市の負担
17,105
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　市民が、いつまでも健康で生活できるように生活習
慣病の予防や重症化するのを防ぐための支援を行いま
す。　

【実施内容】
○健康相談・訪問指導
　�　電話相談や来所による相談を随時行います。また、
保健師、栄養士などが健診結果に基づき、個別の相
談会や家庭訪問を通して健康の改善を支援します。
○出前講座
　�　地域の各種団体からの要望に応じて、随時出前講
座を実施します。
○血圧対策
　�　市民が手軽に血圧測定ができるように主な公共施
設に自動血圧計と血圧を管理するための血圧手帳を
設置しています。

【前年実績・効果】
平成 28年２月末現在
○健診結果個別相談会　実施回数：11回　404人
◯出前講座　　　　　　実施回数：37回　785人

136 万円

健康・食生活指導事業

財源（万円） 市の負担 国・県の負担
94 42

血管を守る大作戦！「血管は若返る！」講演会

担当課 健康推進課

【目　　的】
　母親とおなかの赤ちゃんの健康を守り，健やかな出
産を迎えられるよう妊娠中の健診費用を助成します。
　また、産後の母親の身体の回復を支援するため、産
後１か月健診費用を助成します。

【実施内容】
　妊娠確定後の健診（15回分）と産後１か月健診を助
成します。
一人当たりの助成額
○妊娠 12週前後（２回目）の健診　23,900 円
○妊娠 30週前後（８回目）の健診　19,270 円
○妊娠 35週前後（11回目）の健診　8,050 円
○�その他の週数の健診（1回当たり 5,050 円× 12回）
60,600 円
○産後の健診　5,050 円
合　計　116,870 円
　上記の金額以外に必要な検査費用は、自己負担とな
ります。

【前年実績】
平成 27年度実績（平成 27年 12月 31日現在）

時期 対象者（人） 受診者（人） 受診率（％）
12週前後 251 219 87.3
30 週前後 264 225 85.2
35 週前後 256 226 88.3

4,756 万円

妊婦健康診査事業

財源（万円） 市の負担
4,756
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担当課 健康推進課

【目　　的】
　保護者がこどもの成長を確認し健康な育ちを促せる
ように支援します。

【実施内容】
　内科健診・歯科健診を行い、健診結果に基づいて、栄
養・生活・歯科保健相談を行います。
○４か月児健診
　内　　容　内科診察　栄養相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター
○ 10か月児健診
　内容　内科診察　育児相談等
　市が指定した医療機関で受診
○ 1歳 6か月児健診
　内　　容　内科診察　歯科診察　栄養相談
　　　　　　歯科相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター等
○ 3歳 6か月児健診
　内　　容　内科診察　歯科診察　栄養相談
　　　　　　歯科相談　育児相談等
　実施回数　20回 /年
　会　　場　保原保健センター等

※�開催案内は、広報紙・ホームページ、案内通知でお
知らせします。

【前年実績】
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％）

４か月 221 217 98.2
10 か月 245 247 100.8
1 歳 6か月 283 278 98.2
3 歳 6か月 268 265 98.9

（平成 27年 12月 31日現在）

1,279 万円

乳幼児健康診査事業

財源（万円） 市の負担
1,279

乳幼児健康診査

担当課 健康推進課

【目　　的】
　子どもの健康な育ちを支援するため、相談会や健康
教室を開催します。

【実施内容】
　保健師、助産師、栄養士、歯科衛生士等の専門スタッ
フによる離乳食等の栄養相談、育児相談や教室を開催
します。
○赤ちゃんサロン　12回／年
○７か月児健康相談　12回／年
○ぱくぱく栄養相談　12回／年
○のびのび教室　12回／年
○電話相談　随時

【前年実績】
○すくすく相談会：９回開催　133人
○のびのび教室：12回開催　186人
○離乳食教室：９回開催　278人
○電話相談：691人
○食育教室：75人　　
（平成 27年 12月 31日現在）

104 万円

母子健康相談 ･健康教育事業

財源（万円） 市の負担
104
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